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研究成果の概要（和文）：この研究は、保険会社の原価データ257万件を用い、終身保険と自動更新型定期保険の更新
前後で逆選択が経過別にどう発生するかを調べた。終身保険においては、医的選択で逆選択が発生しないのみならず、
10年経過しても、逆選択は発生しない。自動更新型定期保険の更新前においては、加入当初は逆選択を防止できるが、
10年後には逆選択が発生する。自動更新型定期保険の更新後においては、更新時に保険料が大幅に上昇するため、更新
する人が余命短い人に偏り、有意水準1％でも逆選択が発生している。逆選択は、保険料水準・更新前後の保険料格差
によって発生度合が異なるので、契約者行動の分析により逆選択を減らすことが可能である。

研究成果の概要（英文）：This study provides empirical evidence consistent with the existence of adverse se
lection in the life insurance market. An analysis of micro data from more than 1.6 million automatic renew
al term life insurance contracts, issued by a Japanese life insurance company, reveals that owing to medic
al and other selections, neither adverse selection nor moral hazard problems could not be recognized with 
an automatic renewal term life insurance (before renewal). However, after the renewal, adverse selection a
nd moral hazard did occur in the subsequent 10 years. Considering intensifying price competition, a review
 of automatic renewal of term life insurance may be required for equal distribution of the financial burde
n amongst policyholders and for the financial soundness of life insurance companies. 
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1. 研究開始当初の背景 

(1) 逆選択は、「情報の非対称性によるイン

センティブ問題」のうちモラルハザードと

並んで重要な問題である。保険契約におけ

る逆選択問題は、もっともよく知られた典

型的な事例である。保険の逆選択に関する

研究は、スティグリッツ(1976)以来、多数

存在している。 

(2)He(2009)は、HRS データを用いて、定

期保険を購入する行動と長期の死亡率の間

に相関を見出している。具体的には、1992

年に定期保険を保有していなかった

Cohort(1931 年から 1941 年に生まれた)の

うち 2004 年までの 12 年間に死亡した

6,113 人は年齢・喫煙志向・健康状態などを

制御すると、同一 Cohort で 2004 年まで生

存していた人に比べ、1992 年から 1994 年

に 19％余分に定期保険を購入していたこ

とを実証している（有意水準 5％）。 

2. 研究目的 

(1)本研究目的は、逆選択がおこることが予

期されるようなタイプの保険商品のデータ

をもとに、実際に逆選択が生じているのか、

そして生じているとしたら、そのコストが

どの程度生じているのかを実証しようとす

るものである。ここでとりあげるのは、主

として、更新型定期保険というタイプの保

険である。更新型定期保険を購入した契約

者は、更新の際に不健康な人ほど保険に入

り続ける傾向にあるはずである。これに対

して、保険会社は、契約者の健康状態の微

妙な変化は私的情報であるため、その情報

を得るためにはきわめて大きなコストがか

かり、そのためこのようなタイプの保険は、

他のタイプの保険と比べて逆選択によるコ

ストが大きいものと予想される。 

(2)この研究をとおして、逆選択の要因分解

を行えば、逆選択を軽減し、より安い価格

で保険サービスを提供する仕組みを考案で

き、消費者にとっても保険会社にとっても、

有益な情報を提供できる。 

3. 研究の方法 

(1) 我々は、日本の保険会社から個人情報を

除いた終身保険個別契約データと定期保険

個別契約データ合計 256 万件を提供いただ

いた。先行研究から、逆選択の有無に大き

な影響が出ると想定される商品別（定期保

険については、さらに更新前後別）および

経過別にデータを区分した。定期保険の保

険期間は、主として 5 年・10 年であるが、

日本では更新時に選択を行わない自動更新

が普通である1。国民死亡率の上昇が大幅に

なる男性 40 才～50 才での更新にあたって

は、保険料が５割以上も上昇することから、

健康者が更新せず非健康者が更新する逆選

択が起こりやすいと想定される。 

(2) 実際の死亡率が高いか低いかを判断す

るにあたっては、国民死亡率と比較する必

要がある。しかし、特定商品の特定年の死

亡率と国民平均を比べても意味がない。

He(2009)では、1992 年に新規に定期保険を

購入した 1931 年から 1941 年に生まれた

6113 人の死亡率と、同一条件で定期保険を 

購入しなかった人を比較している。我々は、

その比較を一層厳密に行うために、保険加

入者に対応する国民死亡率として、256 万

                                                  
1 選択更新は、大同生命の健康体割引定期保

険・三井生命の定期保険（健康体特別割引）・

アクサ生命の非更新型定期保険など一部の例

外商品のみで取り扱われている。 
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価格設定が今まで可能であった理由は、日

本ではアメリカほど定期保険の価格競争が

激しくなく、消費者の金融リテラシーが高

くなかったためと考えられる。日本の自動

更新定期保険を販売している多くの生保は、

米国流に経済合理性を追求し、定期保険の

自動更新後の保険料を新契約より大幅に高

くする必要がある。定期保険の自動更新後

の保険料を逆選択が反映されたものに変え

れば、消費者が、加入当初の保険料が高い

20 年満期の定期保険や終身保険などの逆

選択が起こりにくい商品を選択するケース

が増え、保険市場の効率化につながろう。 
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